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を下回った。地方別では関東が最も高く 80％であり、1998 年度の 130％から 50 ポイ
ントも低下しており、その他の地方の中には 60％を下回る地方（東北 55.4％、北陸
57.2％、中部 54.1％、近畿 57.5％、中国 59.7％）も現れている。 
地域別預貸率が低下している背景には、分母となる預金が増加しているのに対し、分
子となる貸出金が減少していることの双方が影響していると言えよう。 
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預金について、1998年度の量を 100として地域別に指数化すると、2011年度の全国
平均は 129.7でありこの 10年余りで約 30%も増加している。地域別で見ると、最も低
い北陸で 113.4、最も高い関東で 139.2となっている。 
貸出について、1998年度の量を 100として地域別に指数化すると、2011年度の全国





全国 北海道 東北 関東 北陸 中部 近畿 中国 四国 九州・沖縄
1998 104.6 91.6 72.5 129.5 73.0 74.3 101.0 80.5 72.4 87.6
1999 97.2 78.8 69.5 116.8 69.9 71.6 95.7 77.4 70.1 84.0
2000 94.9 75.8 67.5 115.0 67.5 70.3 93.6 74.1 68.1 81.6
2001 91.3 73.2 67.2 110.8 65.3 68.3 87.8 70.7 65.7 80.0
2002 84.3 69.7 64.6 100.6 64.2 64.1 79.3 66.9 64.0 76.0
2003 79.2 69.3 62.9 92.8 63.3 60.9 73.9 65.0 63.5 73.7
2004 75.8 68.5 61.8 87.4 63.2 59.7 70.5 63.9 63.7 71.9
2005 74.0 69.5 62.5 84.0 62.4 59.9 68.5 63.5 64.2 71.1
2006 74.9 71.0 63.1 86.1 63.0 60.2 67.0 64.2 66.0 71.0
2007 73.7 69.5 61.8 84.3 62.2 59.3 65.3 64.8 66.0 71.0
2008 74.4 69.4 61.7 86.8 61.8 57.8 63.8 64.8 65.3 71.2
2009 73.4 69.0 60.8 86.3 60.1 56.9 61.7 63.2 63.2 70.2
2010 70.6 67.9 59.4 82.2 58.3 55.2 59.6 61.5 61.6 68.9











                                                  
3 統計類の数値による詳細な検討は、紙面の制約から省略する。 
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6 地方交付税法等の一部改正をする法律案において、地方財政法を改正し、第三セクター等の抜本的
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図表４ 債務残高の国際比較（対 GDP 比） 
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段階、対策検討段階、実施段階の 3つの段階に整理した。（図表 5） 
 
図表５ 藤沢市・秦野市・習志野市における「施設白書」活用の進展 






























10  前掲の根本（2010b）の試算は、内閣府 PFI推進委員会の会議資料として提出されたものであり、
裏付けを伴った政府としての公式の数値ではないことに留意が必要である。前述の総務省の行政評価
局調査の結果などを待つ必要があるものと考えられる。 
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13 「新しい公共」は、「新しい公共」円卓会議構成員の総意として、第 8 回「新しい公共」円卓会
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た。25 百万円の株式公募には約 160 人～180 人の町民が応じた。取材によると、上限
の 10株（50万円分）購入した人が多かったとのことであった。（図表 11） 
金融機関の関与は、株主として出資することであった。 
 




円以内とすることを考慮して 48百万円分を増資した。合併直前の 2004年から 2005年
にかけて増資を実施した。新規に百数十人が株式増資に応じ、資本金 98 百万円に対し
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